
 

 

受注者等提出書類処理要領 

                                        

  制定 昭和６０年 ２月 ４日５９財営技 第６８号 

 

改正 平成 ６年 ３月２８日 ５財営技第１２４号 

平成１２年 ６月３０日１２財営技 第５５号 

平成１５年 ３月３１日１４財営技第２０５号 

平成１５年 ９月２６日１５財建技 第８９号 

平成１７年 ２月１８日１６財建技第１８９号 

平成１７年 ６月１７日１７財建技 第３４号 

平成２４年 ３月１２日２３財建技第１８６号 

平成２６年 ３月２５日２５財建技第１９４号 

平成２７年 ３月２４日２６財建技第２２５号 

平成２７年 ６月２５日２７財建技 第５８号 

平成３０年 ３月１６日２９財建技第２３２号 

平成３１年 ３月２２日３０財建技第３６４号 

令和 ２年１０月３０日 ２財建技第１８１号 

令和 ３年 ３月２５日 ２財建技第２８８号 

令和 ４年 ３月１４日 ３財建技第３２０号 

令和 ５年 ９月２６日 ５財建技第１７０号 

令和 ６年 ３月１３日 ５財建技第２７１号 

令和 ６年 ７月 ８日 ６財建技第１０８号 

 

  

（趣  旨） 

第１ 受注者等提出書類処理基準（以下「基準」という。）の実施に必要な細目は、この要領によ

る。   

 

（書  類） 

第２ 書類の名称及び様式は、基準に定めるものによる。ただし、基準に定めがない場合は、別紙－

１による。 

    

（処理方法） 

第３ 書類の処理方法は次のとおりとする。 

  １ 書類の提出時期及び提出部数は、別紙－２による。 

２ 書類の調査等を完了したときは、各様式右上部の枠内のスペースを用いて、処理経過を明ら

かにする。 

３ 書類の提出を不要とする場合又は簡素化する場合の取扱いは、別紙－３による。 

  
   

 

附 則（令和６年７月８日付６財建技第１０８号） 

 

この要領は、令和６年７月 16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙－１               

工事の請負に係る書類 

番号 名   称 様   式 備   考 
統一様式

表示記号 

1 

請求書(第  回)               甲第１０１号 
既済部分、一部完了、

完了  

今回請求金額計算書              参考  

2 

変更届                         甲第１０２号 
名称代表者印鑑等の

変更に使用  

変更理由書（   ）         参考  

3 主要資材発注予定表             甲第１０３号 
添付書類様式甲第１6

号(主要資材発注予定

報告書)に添付 
 

4 

 

材料検査計画書                 

 

 

材料試験等報告書（第 回）     

 

材料搬入報告書（第 回）       

 

材料検査実施基準で示されて

いる参考様式による。 

 

材料検査実施基準で定める 

第３号様式による。 

材料検査実施基準で定める 

第４号様式による。 

参考（必要に応じ材料

検査請求書や施工計

画書等に添付） 
 

5 履行報告書                    甲第１０５号 

工事標準契約書約款

第10条に規定する履

行報告に使用(中間前

払金請求時)。これ以

外の報告は任意様式。 

 

6 中間前払金請求書              甲第１０６号   

7 

工事状況報告書                
工事変更適正化推進要領で 

定める様式 工変－２   

施工協議書（No.  ）         同上様式 工変－３   

8 

修補・追完計画書   
平成13年４月27日付13財営技

第18号で定める別紙様式５ 
  

別紙 修補・追完予定内容    

修補・追完完了届 
平成13年４月27日付13財営技

第18号で定める別紙様式６ 
  

別紙 修補・追完内容    

 



 

 

9 

 

段階別部分払出来高率表        

 

段階別部分払出来高率表        

 

特例工事部分払出来高率表      

 

特例工事部分払出来高率表      

                       

段階別出来高率計算表           

 

特例工事出来高率計算表         

 

財務局建築工事部分払事務 

処理細目で定める様式第３ 

財務局設備工事部分払事務 

処理細目で定める様式第３ 

財務局建築工事部分払事務 

処理細目で定める様式第４ 

財務局設備工事部分払事務 

処理細目で定める様式第４ 

財務局設備工事部分払事務 

処理細目で示されている参考様式 

財務局設備工事部分払事務 

処理細目で示されている参考様式 

 

建築 

 

設備 

 

建築 

 

設備 

 

参考 

 

参考 

 

10 長期閉所届                    甲第１０８号 （必要に応じ）  

11 緊急連絡体制表               参考  

12 施工計画書                     参考 統一22 

13 試験委嘱指定申請書             参考 統一23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

設計等の委託に係る書類 

番号 名   称 様   式 備   考 
統一様式

表示記号 

1 

 

 
技術者及び協力会社届       乙第１０１号   

2 前払金辞退届                  乙第１０２号   

3 

請求書(第  回)              乙第１０３号 
既済部分、一部完 

了、完了  

今回請求金額計算書             参考  

4 

監理業務内訳書                乙第１０４号 
既済部分検査請求 

書に添付  

監理業務内訳明細書            乙第１０４号の２ 
監理業務内訳書に 

添付  

監理業務月割完成歩合計算例       

5 

委託業務完了内訳書            乙第１０５号   

委託業務完了内訳明細書        乙第１０５号の２ 内訳書に添付  

6 

変更届                        乙第１０６号 
名称代表者印鑑等 

の変更に使用  

変更理由書  参考  

7 工程表                        参考  

8 （  ）承諾申請書            乙第１０７号   

9 

協議 

    書                  

報告 
乙第１０８号   

10 

建築士法第２２条の３の３の規定に基

づく書面 

 

乙第１０９号   

 例示のないものについては、他局のものを使用することができる。 

 

 

 

 

 



別紙－２ 

書類の提出時期及び提出部数一覧 

 
 工  事 委  託 

基準に制定 要領に制定 基準に制定 要領に制定 

 

着 

 

 

手 

 

 

時 

 

･現場代理人及び 

主任技術者等通知書 

･経歴書(     ) ※ 

･監理技術者資格者証(写)  

(監理技術者講習修了)                  

･前払金等請求確認書 

･前払金請求書 

･建設業退職金共済制度 

加入届 

･掛金収納書 

･建設業退職金共済証紙 

購入状況報告書 

 
･緊急連絡体制表※ 

 

･代理人及び 

主任技術者等通知書 

 

･経歴書(     ) 

 

･前払金請求書 

 

･技術者及び 

協力会社届 

 

･前払金辞退届 

 

･工程表 

 

･(  )承諾申請書 

 

施 

   

   

工 

   

 

時 

 

・ 

 

履 

 

 

行 

 

 

時 

 

 

･認定請求書 

･既済部分検査請求書 

（第 回）   

･中間検査請求書 

･材料検査請求書(第  回) 

 
          請求 
･支給材料 受領 書(第  回) 
          返納 
 
           
･支給材料 
(請求･ 受領･返納)内訳書 

           
･発生材報告書（第 回） 

 

･発生材報告内訳書    

 請求･通知 

・             書    

報告･協議 

・承諾書            

･主要資材発注予定報告書※ 

･（  ）承諾申請書※ 

  協議 

・       書 

報告     

･（  ）記録の報告書 

･履行報告書 

･中間前払金請求書 

･請求書 

･段階別部分払出来高率表 

･特例工事部分払出来高率表 

･段階別出来高率計算表 

･特例工事出来高率計算表             

･変更届 

･変更理由書（様式不問） 

･材料検査計画書(参考様式)※ 

･材料試験等報告書(第 回) 

･材料搬入報告書(第 回) 

･主要資材発注予定表※ 

･工事状況報告書 

･施工協議書(NO. ) 

･長期閉所届※ 

･施工計画書（参考様式） 

･試験委嘱指定申請書 

（参考様式） 

･既済部分検査請求書

（第 回） 
･請求書 

･監理業務内訳書 

･監理業務内訳明細書 

･変更届 

･変更理由書（様式不

問） 

 

  協議 

・       書 

報告     

完

了 

時 

 

･完了届 
 

･請求書 
 

･完了届 
･請求書 

･委託業務完了内訳書 

･委託業務完了 

内訳明細書 

･(  )承諾申請書 

完 

了 

後 
 

･修補・追完計画書 

･修補・追完完了届   

注１ 紙で提出する場合、用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４番とし、提出部数は原則として 2 部

とする。 

２ ※印の書類は提出を不要とする場合又は簡素化する場合がある（別紙―３参照）。 

 

 

  



別紙－３ 

書類の提出を不要とする場合又は簡素化する場合の取扱い 
下表の取扱いを基本とし、詳細は受発注者協議による 

 

受注者等提出書類処理基準で定める書類 

番号 
名称 

【様式番号】 

分類 
備考 

提出不要 簡素化 

１ 
経歴書  

【統一 3】 
○  

・監理技術者が監理技術者資格者証を提示した場合には、提出

不要。 

・主任技術者等（監理技術者を除く）は、その資格に必要な資

格者証書、合格証明書、免許証等の写しの提出が必要 

・また、主任技術者等は、仕様書等で特に定められた資格があ

る場合には、その資格に必要な資格者証書、合格証明書、免許

証等の写しの提出が必要 

・なお、コリンズで確認することができない現場代理人及び主

任技術者等の職歴を監督員が把握する必要がある場合には、必

要に応じて受注者に提出を求めることがある。 

２ 
主要資材発注予定報告書 

【統一 18】 
○  

・主要資材の発注予定を施工計画書等に記載する場合は、提出

不要 

３ 
承諾申請書  

【統一 25】 
 ○ 

・材料承諾時において、材料の仕様を JIS等で指定している場

合に、当該証明書のみで材料等の概要が分かるものやＷＥＢ上

で資料を公開しているものは URLを記載することで、カタログ

等の添付を省略 
 

受注者等提出書類処理要領で定める書類 

番号 名称 【様式番号】 
分類 

備考 
提出不要 簡素化 

１ 
主要資材発注予定表  

【要領-4】 
○  

・発注予定表を施工計画書に記載する等で、提出不要 

２ 
材料検査計画書  

【要領-5】 
○  

・施工計画書等で必要事項が確認できる場合は、提出不要（参

考様式） 

３ 
長期閉所届  

【要領-12】 
○ ○ 

・現場の閉所期間その他必要事項を週報に記載する等で、提出

不要 

※メールで提出した場合は、紙の提出は不要 

４ 
緊急連絡体制表  

【要領-13】 
○ ○ 

・緊急時の連絡体制を施工計画書に記載する等で、提出不要 

※メールで提出した場合は、紙の提出は不要（参考様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式 
 

工事の請負に係る書類 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
甲第１０１号 
 

                     請 求 書（第   回）  

 

 

                                                                    年  月  日  

 

                    殿  

                                                      登録番号  

                                                      住所  

 

                                                      氏名 

                                法人の場合は名称 

                                                   及び代表者の氏名※ 

   下記のとおり請求します。  

 

                                        記  

 

１ 請 求 金 額  ￥         

                           （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥               ） 

 

       ただし、                   の  

                            ￥                

   

２  契 約 金 額 ￥                                        

                           （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥               ） 

 

３  変 更 契 約 金 額 ￥                                        

                           （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥               ） 

 

４  前 払 金 受 領 済 額 ￥                                        

                           （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥               ） 

 

５ 中 間 前 払 金 受 領 済 額 ￥                                        

                 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥                ）  

 

６ 総前払金出来高充当額 ￥                                        

 

７ 今回前払金出来高充当額 ￥                                        

 

８ 既 済 部 分 受 領 済 額 ￥                                        

                           （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥               ）  

 

９  今 回 請 求 金 額 ￥                                        

                           （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥               ） 

 

 

※ 住所・氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 

 

（都職員使用欄） 押印省略時

の本人確認日、確認方法及び確

認者 

    年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議 

（確認者氏名） 



（参  考）  

 

                           今回請求金額計算書  

 

① 契約金額        ￥            （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

 

①’変更契約金額      ￥            （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

 

②  今回既済部分出来高   ￥              

 ②のうち  

②’一部しゅん功出来高   ￥              

 

②''出来高請求限度額    ￥              

 

  ＝② ×  
９

１０
 又は 

１０

１０
 

 

③前払金受領済額       ￥            （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

 

③’総前払金出来高充当額  ￥                           

  ＝③×（②÷①又は①’）  

 

③''今回前払金出来高充当額 ￥                           

  ＝③’－前回の③’  

 

④中間前払金受領済額        ￥            （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

 

⑤既済部分受領済額          ￥            （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

 

⑥今回請求金額              ￥            （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

  ＝②''－③’－⑤の範囲内  

    中間前払金受領の場合＝①又は①’－③－④  

 

⑦契約金残額                ￥            （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

  ＝①又は①’－③－⑤－⑥  

 

ただし、一部しゅん功払とそれ以外の既済部分払とを合わせて行う場合の算式は  

 

②’’においては(② − ②’) ×  
９

１０
+ ②’である。 

 

注１ ③’における端数計算方法について、  

   出来高割合（②÷①又は①’）は小数点４位以下を切上げ小数点３位までとし、  

   金額は1,000円未満を切り捨てる。  

   複数科目も同様とする。  

 

注２ 予算科目が複数の場合は、各科目ごとに計算し、金額内訳を表示すること。  

 

    ・・・・・分 ￥        （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

    ・・・・・分 ￥        （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ）  

 

注３ 一部しゅん功の場合は、②と②’は同額とする。 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

 甲第１０２号  

 

                                  変 更 届  

 

                                                                  年  月  日  

                       殿  

 

                                                   住所  

 

                                                   氏名                           

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 

       年  月  日から下記のとおり変更したので関係書類添付の上届け出ます。  

契 約 番 号  

契 約 件 名  

契 約 金 額  ￥ 

契 約 確 定 日       年  月  日  
工期、履行期間
又は履行期限  

 

 

  変  

   更  

  区  

   分  

 事 由  
 名称変更・代表者変更・所在地変更・印鑑変更・技術者変更  

 その他（具体的な事項を記入：                    ）  

  新   

  旧   

 

監理業務受託者    担当者名  

 

 

 
 変更内容別添付書類一覧表  
 

 区   分    変 更 内 容 別 添 付 書 類   区   分   変更内容別添付書類  

 １  

 名 称 変 更 

 (1)登記簿抄本（変更月日を記入したもの） 

   ただし、合併のときは謄本  

 (2)印鑑証明書  

５  

技術者変更  

【工事】 

(1)現場代理人及び主任技

術者等通知書 

(2)変更理由書 

【設計等委託】 

(1)代理人及び主任技術者
等通知書 

(2)技術者及び協力会社届、

監理業務技術者届 

(3)変更理由書 

 ２  

 代表者変更  

 (1)登記簿抄本（変更月日を記入したもの） 

 (2)印鑑証明書  

３  

 所在地変更  

(1)登記簿抄本  

  （移転及び変更月日を記入したもの）  

 (2)地番変更のみの場合は、役所の証明書  

 ４  

 印 鑑 変 更 

 

 印鑑証明書  

６  

そ の 他  

 

監督員の指示による  
 
 注１ １から４までの添付書類は、契約課発行の変更受付票の写しに代えることができる。  

  ２ 監理技術者又は主任技術者の変更については、病気、退職等の理由により、就労できない場 
   合等やむを得ないと判断される場合に限り認める。 

３ 「監理業務受託者」及び「担当者名」欄は、該当がない場合は使用しない。 

※ 住所・氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：                

  

 

 



（参  考）  

                                                                

 

 

 

変更理由書（      ）  

 

 

                                             年  月  日  

 

    

              殿  

                                               

 

                                              住所  

                                        受注者    

                                              氏名   

 

 

 

 

 （変更理由）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

甲第１０３号 

主 要 資 材 発 注 予 定 表 
 

 機器及び材料  製作者名  代 理 店  代理店住所  代理店電話   備 考 

      

 

 



材料検査計画書 
 参考様式                                        ＊書類検査とは、財務局材料検査実施基準第８第２項に基づく検査をいう。 

 

      検査の種類  

 

 工事等の区分  

 

 品   目  

検 査 場 所 立 会 検 査 書 類  

 

 検 査  

材 料  

搬 入  

 報告書  

 

 備     考  
現 場 現場外 試験 確認 照合 

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
  

 
   

 
     記入上の注意：検査場所～書類検査の欄は該当する個所に○印を記入、材料搬入報告書の欄は、提出不要な品目に×印を記入する。  



 
 
 

 
 

 第３号様式 

 

 

 

 材料試験等報告書（第 回） 

 

 
 

                                                                       年  月  日 
 

 
                       殿 

 
 

                                               住所 
                                         受注者 

                                               氏名 
 

                                         現場代理人氏名 
 

    下記のとおり、材料試験等の結果を報告します。 

文 書 番 号 

（契 約 番 号） 
 

 

 

 工 事 件 名 

 

 

 

 実 施 場 所 

 

 

 

 品     目 

 

 

 

 実 施 年 月 日 

 

 

 

 試験等の結果 

 

 

 

 監理業務受託者 
 の報告 

上記のとおり相違ありません。 

           年  月  日    受託者名 

 

                                    担当者名                       
       

 

 
 監督員の判定 

   ・合  格   ・不 合 格 
                    監督員職氏名              

           年  月  日  
 

 

 



 

 
 

 
第４号様式 

 

 
 

 材料搬入報告書（第 回） 

 
 

 
                                                                       年  月  日 

   
                
                    殿   
 

 
 

 
                                              住所 

                        受注者       
                                              氏名 

 
                                        現場代理人氏名 

 
別紙の材料を現場に搬入したので資料を添えて報告します。 

 

 文 書 番 号 
 （契約番号） 

 

 

 工 事 件 名 

 

     

 

 工 事 場 所 

 

 

 品 質 そ の 他 

 

 
 

 監理業務受託者 

 の報告 

  上記のとおり相違ありません。 

           年  月  日    受託者名 

 
                                    担当者名                

 
 

 
 監督員の判定 

   ・合  格   ・不 合 格 
                    監督員職氏名             

           年  月  日 
 
※搬入材料の名称、仕様等が確認できる納品伝票や出荷証明等を添付すること。必要に応じて納入写

真等の資料を添付すること。



甲第１０５号     

履行報告書  

 

工事件名：               工事  

    

工期：   年  月  日 ～    年  月  日（工期の中間日：   年  月  日）     報告日：   年  月  日 

工 種 等  
工 程 表  構成率  

％  

進捗率  

％  

出来高率  

％  

 

 月   月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  

 予定  

実施  

                

 予定  

実施  

               

 予定  

実施  

               

 予定  

実施  

               

 予定  

実施  

               

 予定  

実施  

               

 予定  

実施  

               

 予定  

実施  

               

 予定  

実施  

               

 予定  

実施  

               

報告者 現場代理人氏名 計     

注１ 工種等及び工程表の欄は適宜増減すること。  

注２ 工種別の分類項目及び工種別構成率は、監督員との協議による。  

注３ 中間前払金請求時の進捗率の記入に当たっては、事前に監督員と協議すること。    

 



 

甲第１０６号 

 

中間前払金請求書  

 

 

 

                                                                     年  月  日  

 

 

                殿  

 

 

                                                      住所  

                                                受注者  

                                                      氏名  

                              法人の場合は名称 

                                                   及び代表者の氏名※ 

 

 

    保証証書を提出したので下記のとおり中間前払金を請求します。                            
   

 

                                       記   
 
 

   １ 請 求 金 額 ￥         
 

             （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥                   ）  
 

      ２ 契 約 番 号   

   

   
   ３ 契 約 件 名 

 
 

   ４  契 約 金 額 ￥  
 

                         （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥                  ）  
 

    ５  変更契約金額 ￥      
 

             （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥                  ）  
 

   ６ 中間前払金の率     契約金額の   ％  

                 

                       （限度額           円）  

                
 

   ７ 既前払金の受領額   ￥  
 

             （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥                  ）  
 

   ８ 請求根拠     契約約款第３７条の２  
 

 

 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 

 

（都職員使用欄） 押印省略時の

本人確認日、確認方法及び確認者 
    年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議 

（確認者氏名） 



 

  
 

 

 

 

様式  工変－２ 

 

工事状況報告書  

 

                                          年    月    日 

 工事主管課長 殿 

 
 

                                    住所 
                                           受注者 

                                                 氏名 
 

                                            現場代理人氏名             

 

 

（                   ）について下記のとおり、状況報告します。 

工 事 件 名  

契 約 金 額 
 ￥ 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥          ） 

契 約 年 月 日             年   月  日 工     期  

状 況 の 概 要  ※５Ｗ１Ｈをもれなく簡潔に記入すること。必要に応じ別紙、図面等を添付。 

 

 

監 督 員 

氏 名 
 

受理年月日     年  月  日  

確認年月日     年  月  日  

   

 監理業務受託者 

担 当 者 名 
 

受理年月日     年  月  日  

確認年月日     年  月  日  

   

現 場 代 理 人 

氏 名 
 

受理年月日     年  月  日  

確認年月日     年  月  日  

 



 

 

 

 

 

様式  工変－３ 

 

 

                       施工協議書（№  ）  
 

                                            年    月    日 

   工事主管課長  殿 

 

 
                                    住所 

                                           受注者 
                                                 氏名 

 

                                             現場代理人氏名               

 

 

下記のとおり協議します。 

工 事 件 名  

契 約 金 額 
 ￥ 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥          ） 

契 約 年 月 日              年    月    日 工    期  

協 議 内 容 （必要に応じ図面、変更工期、概算金額の見積等の参考資料を添付する） 

 

他工事への影響 有・無  
 
 

監理業務受託者  担当者名   

 
 
 



 

 

 

 

 

 様式 ５  

 

 

修補・追完計画書  

 

 

                                                                  年  月  日  

 

   東京都知事  殿  

 

                                                   住所  

                                             受注者  

                                                   氏名※             

 

                                               （ＪＶの場合幹事会社名）  

 

   財建  第   号によるかし・契約不適合等調査の結果を受け、下記のとおり 

修補・追完の計画を提出します。  

工 事 件 名   

工 事 場 所   

契 約 年 月 日     年  月  日  完了検査合格日      年  月  日  

 文   書   番   号 

 （契 約 番 号）  
 

修補・追完予定内容 別紙のとおり  調 査 日      年  月  日  

技術調査員   所属                 氏名  

 施設管理者 立会者   所属                 氏名  

監理業務 

受託者 
立会者   会社名                氏名  

 受 注 者  立会者   会社名                氏名  

   
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
 



別紙 修補・追完予定内容                       （枚数  ／ ） 
 

番号 箇  所 修 補 内 容 予定年月日 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 
 



 

 
 

 
 様式 ６ 

 

 

修補・追完完了届 
 

                                                                     年  月  日 
 

    東京都知事  殿 

 

 
                                                    住所  

                                             受注者  

                                                   氏名※             

 

                                               （ＪＶの場合幹事会社名）  

    下記の修補・追完を完了したので届け出ます。 

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 年 月 日       年  月  日 完了検査合格日     年  月  日 

文  書  番  号 

(契 約 番 号） 
 

受注者担当者氏名  

修補・追完内容        別紙のとおり 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 
 
 様式 ７ 
 

 

修補・追完完了報告書 
                                                                     年  月  日 

    主管課長 殿 

 
                     技術調査員 所  属 

                           職・氏名 
 

 
     別紙の受注者による修補・追完が完了したことを確認したので報告します。 

 

 



 

別紙 修補・追完内容                          （枚数  ／ ） 
 

番号 箇  所 修補・追完内容 修補・追完年月日 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 
  上記修補・追完が完了したことを立会い確認しました。 
 

施 設 管 理 者  立会者 所属                 氏名  

監 理 業 務 受 託 者  立会者 会社名                氏名  

受   注   者  立会者 会社名                氏名  
 
 ※必要に応じて図面等を添付すること。 

 
 



様式第３ 

 

段 階 別 部 分 払 出 来 高 率 表 

 

件名 
 
 
 

請求回次 第  回 第  回 第  回 第  回 

       出来高 

 

 工事種別 

出来形の

内容 
出来高率 

出来形の

内容 
出来高率 

出来形の

内容 
出来高率 

出来形の

内容 
出来高率 

         

         

         

         

計         

(特殊仮設）         

累計         

(一部しゅん功）  
       

 
 

仕上工事中間                                  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３ 

 

段 階 別 部 分 払 出 来 高 率 表 

 

件名 
 
 
 

請求回次 第   回 第   回 

       出来高 

 

 工事種別 
出来形の内容 出来高率 出来形の内容 出来高率 

     

     

     

     

計     

累計     

(一部しゅん功）     

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



様式第４ 

 

特 例 工 事 部 分 払 出 来 高 率 表 

 

件名 

 

請求回次 第  回 第  回 第  回 

       出来高 

 

 工事種別 
出 来 高 率 出 来 高 率 出 来 高 率 

    

計    

(特殊仮設）    

累計    

(一部しゅん功）    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



様式第４ 

 

特 例 工 事 部 分 払 出 来 高 率 表 

 

件名 

 

請求回次 第  回 第  回 第  回 

       出来高 

 

 工事種別 
出 来 高 率 出 来 高 率 出 来 高 率 

    

    

    

    

    

計    

累計    

(一部しゅん功）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考３ 段階別出来高率計算表  

 

件名                                   

 

都内訳書による 工事 

工 種 構成率 分割構成率 認定率 
出来高及び請求回次 

第 回 第 回 第 回 第 回 第 回 第 回 

          
          

          

          

          

          

          

          

          

          

   ※構成率は、小数点第３位を四捨五入し、計を 100とする。出来高表は、小数点第３位を切り捨てる。 

 

参考５ 特例工事出来高率計算表  

 

件名                                                                        

 

都内訳書による 工事 

工 種 別 
請求回次 第 回 第 回 第 回 第 回 

構成比 出来高 出来高率 出来高 出来高率 出来高 出来高率 出来高 出来高率 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

   ※構成率は、小数点第３位を四捨五入とし、計を 100とする。出来高表は、小数点第３位を切り捨てる。 



 

 

 

 

 

 

   甲第１０８号 

 

 

 

                      長 期 閉 所 届 

 

 

                                                                      年  月  日 

  （工事主管課長宛） 

 

              殿 

住所 

                                              受注者 

                                                      氏名 

 

                                              現場代理人氏名 

 

   下記工事の長期閉所について届け出ます。 

 

工 事 件 名 

 

 

工 事 場 所 

 

 

契 約 年 月 日 

 

     年  月  日 

 

工    期 

 

 

 

文 書 番 号 

（ 契 約 番 号 ） 

 
 
           

 

休 暇 期 間 

 

     年  月  日   から         年  月  日  まで 

現場内の管理 

及び警備の体制 

 

 
 

監理業務受託者    担当者名                 

 
※緊急連絡体制表を添付すること。 
 





 
 

 統一22  

 

文 書 番 号 

(工事番号) 
  

 

施 工 計 画 書  

 

                                                                 年  月  日 

 

  （発注者宛） 

                  殿  

 

 

 

                                                    住所 

                                              受注者 

                                                    氏名 

                                                      法人の場合は名称 

                                                      及び代表者の氏名 

 

                                              現場代理人氏名  

 

 下記工事について別添施工計画書を提出します。 

 

文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 

 

 

工 事 件 名 

 

 

工 事 場 所 

 

 

契 約 金 額 

 

   ￥ 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥              ） 

 

契 約 年 月 日 

 

       年  月  日 

 

 工     期 

 

 
 

監理業務受託者   担当者名    

 

 注 この様式は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿、警戒宣言に伴う緊急時対策 

計画書等の書類の提出にも使用する。  

 

 

 

 

 
 



 

 統一23  

 

文 書 番 号 

(工事番号) 
  

 

試験委嘱指定申請書  

 

                                                                 年  月  日 

     （検査員又は監督員）         

                  殿 

 

                                                    住所 

                                              受注者 

                                                    氏名 

                                                      法人の場合は名称 

                                                      及び代表者の氏名 

                                             現場代理人氏名 

 

 下記の試料の試験について委嘱機関の指定を申請します。 

文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 

 

件 名 又 は 用 途  

 

 
試 料 名   

呼び名（種類）  

産地又は製造者  

 
備     考 

 

                               （セメント・コンクリート材令  日） 

 

試験委嘱指定書  

 

 

                                                                 年  月  日 

 

 

                               （検査員又は監督員）職氏名 

 

 

 上記申請書により申請のあった件について、下記のとおり指定します。 

試 験 委 嘱 機 関  

試 験 項 目  

成 績 通 知 先  

試 料 数    試料採取対象数量  

採 取 年 月 日       年  月  日 

採 取 場 所  

封 印 者 の 氏 名   電     話  

 
 

 



 

 

 

 

 

 

様式 
 

設計等の委託に係る書類 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



乙第１０１号 

                         技術者及び協力会社届 

                                                                                            

                                                                 年  月  日 

                  殿 
                                                                                           
                                                        住所                               
                                                  受託者                                   
                                                        氏名                             
                                                                                           
 下記業務の技術者及び協力会社を定めたので経歴書添付の上届け出ます。 
              
１．件名                        

担当技術者名簿 （       ） 

業    務    分    類 担当者名 所 属 会 社 名 

 
 

 
       

 
 

 
 

 
       

 
 

 
 

 
       

 
 

 
 

 
       

 
 

 
 

 
       

 
 

 
 

 
       

 
 

 
 

 
       

 
 

 
 

 
       

 
 

 
 

  

 
 

 
       

 
 

 
 

 
       

 
 

 

協力事務所 （       ） 

業務分類 会 社 名 所 在 地 電 話 

  
          

 
           

 
 

  
          

 
           

 
 

  
         

 
           

 
 

  
          

 
           

 
 

 

 

 



 
 
 
 
 
   
乙第１０２号 

 

 

前払金辞退届 

 

                                                                   年  月  日 

 

   

                    殿  

 

 

 

                                                  住所 

                                           受託者  

                                              氏名 
                           法人の場合は名称 

                                                及び代表者の氏名※ 

 下記の委託にかかる前払金を辞退します。 

 

 

 下記工事の既済部分検査（第  回）を請求します。 文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 

 

 

 

 
件     名 

 

 

委 託 場 所 
 

 

契 約 年 月 日             年  月  日  履 行 期 限   

契 約 金 額  
￥         

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥         ）  

変更契約金額        
￥         

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥         ）  

既 領 収 済 額        

￥         

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥         ）  

 

 

 

※ 受託者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：                 

 

 

 

 
 



乙第１０３号 

請 求 書（第  回） 

 
                                                                       年  月  日 
      
             殿 
                                                  登録番号  
                                                  住所  
 
                                                 氏名  
                           法人の場合は名称 

                                                 及び代表者の氏名※ 

   下記のとおり請求します。 
 

記 
 
１ 請  求  金  額  ￥            
 
          （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥            ） 
 
   ただし、                                         の 
 
                                       ￥                        
 
２  契 約 金 額            ￥                                        
 
            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥                     ） 
 
３  変 更 契 約 金 額            ￥                                        
 
            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥                  ） 
 
４  前 払 金 受 領 済 額            ￥                                        
 
            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥                     ） 

 

５ 中間前払金受領済額 ￥                        

          （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥               ） 

 
６ 総前払金出来高充当額            ￥                                        
 
７ 今回前払金出来高充当額 ￥                                      
 
８ 既 済 部 分 受 領 済 額            ￥                                      
 
            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥                    ） 
 
９  今 回 請 求 金 額            ￥                                      
 
            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額【 ％】￥                     ） 
 

※ 住所・氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。  

〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：            
 

（都職員使用欄） 押印省略時の本

人確認日、確認方法及び確認者 
    年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議 

（確認者氏名） 

 



 

（参  考） 

                           今回請求金額計算書 

 
① 契約金額        ￥               （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】            ） 
 
①’変更契約金額      ￥               （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】            ） 

 
②  今回既済部分出来高   ￥              
 ②のうち 
②’一部しゅん功出来高   ￥              
 
②''出来高請求限度額    ￥              
 

  ＝② ×  
９

１０
 又は 

１０

１０
 

 
③前払金受領済額        ￥               （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】            ） 
 
③’総前払金出来高充当額  ￥                           
  ＝③×（②÷①又は①’） 
 
③''今回前払金出来高充当額 ￥                           
  ＝③’－前回の③’ 

 

④中間前払金受領済額       ￥            （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ） 

 

⑤既済部分受領済額          ￥               （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】           ） 
 
⑥今回請求金額              ￥               （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】          ） 
  ＝②''－③’－⑤の範囲内 
    中間前払金受領の場合＝①又は①’－③－④ 
 
⑦契約金残額               ￥               （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】           ） 
＝①又は①’－③－⑤－⑥ 
 
ただし、一部しゅん功払とそれ以外の既済部分払とを合わせて行う場合の算式は 

 ②’’においては(② − ②’) ×  
９

１０
+ ②’である。 

  
 

注１ ③’における端数計算方法について、 
   出来高割合（②÷①又は①’）は小数点第４位以下を切上げ小数点第３位までとし、 
   金額は 1,000円未満を切り捨てる。 
   複数科目も同様とする。 
 
注２ 予算科目が複数の場合は、各科目ごとに計算し、金額内訳を表示すること。 
 
    ・・・・・分 ￥         （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】       ） 
        ・・・・・分 ￥         （うち消費税及び地方消費税の額【 ％】       ） 
 
注３ 一部しゅん功の場合は、②と②’は同額とする。 
 
 
 
 
 
 

 



乙第１０４号 

                               監理業務内訳書 

 
 
１ 件     名 
 
 
２ 委 託 場 所 
 
 
３ 契 約 金 額  ￥                      
 
   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額                   ） 
 
 
４ 契 約 期 間      年  月  日から 
 
           当該監理対象工事のしゅん功検査に合格する日まで 
 
           （工事しゅん功予定日    年  月  日） 
 
 
 
   
５ 出来高年月日       年  月  日（現在） 
  
 
 
 
 
       年  月   日 
 
 
 
 
                                                      住所 
                                                受託者 
                                                      氏名 
 
 
 
 注 監理業務内訳明細書を添付すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



乙第１０４号の２ 

                           監理業務内訳明細書  

 
 

工事種別 契約金額 
監理業務量の構成 前回までの出来高 今回までの出来高 

率 金    額 率 金     額 率 金      額 

建 築 工 事  
40 

     

60 
     

電 気 設 備 

工       事 
 

40 
     

60 
     

給排水衛生 

ガ      ス 

設 備 工 事 

 
40 

     

60 
     

冷  暖  房 

空      調 

設 備 工 事 

 
40 

     

60 
     

昇  降  機 

設 備 工 事 
 

40 
     

60 
     

合    計     ※３  

 

          ※１監理業務量の構成率の数字 40 は、監理業務該当工事の出来高の歩合を指す  

          ※２監理業務量の構成率の数字 60 は、当該監理業務の月割完成歩合を指す  

          ※３この欄の出来高率は小数第3位以下を切り上げる  

 

 １ 監 理 業 務 契 約 日      年  月  日  

 

  ２ 主体工事完了予定日      年  月  日  

 

 ３ 月割完成歩合の計算    月割完成歩合の計算日     年  月  日  

 

 
 

   ＋    

   ＋  

            ３０  

                        ×１００＝  

 

 月割完成歩合 ％   ＝    ％  
 

   ＋    

   ＋  

            ３０   
  計算方法は、別紙監理業務月割完成歩合計算例による。  

 
 
 
 
 

※1 

※2 

※1 

※2 

※1 

※2 

※1 

※2 

※1 

※2 



（別 紙）  

                   監理業務月割完成歩合計算例  

 
 

   ＋    

   ＋  

            ３０  

                        ×１００＝  

 

 月割完成歩合 ％   ＝    ％  
 

   ＋    

   ＋  

            ３０   
 

 

 
着手月の

端日数 

 ＋  
出来高月

の端日数 

 

 

Aを参照 

（出来高まで） 

端日数が

ない月数  ＋  

            ３０  

                        ×１００＝  

 

 月割完成歩合 ％   ＝    ％  
 

 
着手月の

端日数  ＋  
完了月の

端日数 

 

 

Ｂを参照 

（全体工期） 
端日数が

ない月数 
 ＋  

            ３０  

 

   契約期間 平成26年4月10日～平成27年3月12日 

 

 

        Ａ  既済検査日（出来高現在日）までの算定  

           既済検査を平成26年12月4日の出来高日で受ける場合  

 

                平成26年5月から平成26年11月まで………７か月  

 

                        ２１＋ ４                         

                 ７＋                   ＝ ７．８３  

                           ３０         小数点第３位以下切捨て   

 

        Ｂ  全体工期の算定  

             

               平成26年5月から平成27年2月まで………１０か月  

 

                        ２１＋１２  

                １０＋                   ＝１１．１０  

                           ３０           小数点第３位以下切捨て   

 

                                    Ａ            7.83 

   したがって、月割完成歩合（％）＝       ×100＝          ×100＝70.54％となる  

                                   Ｂ           11.10     小数点第３位以下切捨て  

 

        ※Ａ、Ｂの計算ともに、分母の３０は固定、  

                        着工月の端日数計算は３０―着手日＋１（３０は月に関わらず固定）  

 

         例 ２月１０日の着工でも ３０－１０＋１＝２１ 着工月の端日数は２１  

 



 

 
乙第１０５号 

 
 

                           委託業務完了内訳書 

 
 
 
 
 
    １ 件     名 
 
 
    ２ 委 託 場 所 
 
 
    ３ 契 約 金 額 ￥          
 
      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥                  ） 
 
 
    ４ 契 約 期 間     年  月  日から 
 
 
                      年  月  日まで 
 
 
    ５ 完了年月日              年  月  日 
 
 
 
 
 
                                                                      年  月  日 
 
 
                                                       住所                               
                                                 受託者                                   
                                                       氏名 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

乙第１０５号の２ 
 
 

                       委託業務完了内訳明細書 

 
 
 

 
 
 名    称 
 

 
 
数  量 
 

 
 
単  位 
 

 
 
 金     額 
 

 
    出 来 高 

 
 
摘  要 
 

 
   ％ 

 
金  額 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
      計 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

乙第１０６号  

 

変 更 届  

 

                                                                  年  月  日  

                       殿  

 

                                                   住所  

 

                                                   氏名                           

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 

       年  月  日から下記のとおり変更したので関係書類添付の上届け出ます。  

契 約 番 号 
 

契 約 件 名 
 

契 約 金 額   ￥  

契 約 確 定 日       年  月  日  
工期、履行期間

又は履行期限  

 

 

  変  

   更  

  区  

   分  

事 由  
 名称変更・代表者変更・所在地変更・印鑑変更・技術者変更  

 その他（具体的な事項を記入：                    ）  

新  
 

旧  
 

 

監理業務受託者    担当者名  

 

 

 

 変更内容別添付書類一覧表 
 

区   分 変 更 内 容 別 添 付 書 類 区   分 変更内容別添付書類 

１ 
名 称 変 更      

(1)登記簿抄本（変更月日を記入したもの） 
ただし、合併のときは謄本 

(2)印鑑証明書 

５ 
技術者変更 

【工事】 
(1)現場代理人及び主任技術

者等通知書 
(2)変更理由書 
【設計等委託】 
(1)代理人及び主任技術者等

通知書 
(2)技術者及び協力会社届、監

理業務技術者届 
(3)変更理由書 

２ 
代表者変更 

(1)登記簿抄本（変更月日を記入したもの） 
(2)印鑑証明書 

３ 
所在地変更 

(1)登記簿抄本 
（移転及び変更月日を記入したもの） 

(2)地番変更のみの場合は、役所の証明書 

４ 
印 鑑 変 更      

 
印鑑証明書 

６ 
そ の 他 

 
監督員の指示による 

注 １ １から４までの添付書類は、契約課発行の変更受付票の写しに代えることができる。 

２ 監理技術者又は主任技術者の変更については、病気、退職等の理由により、就労できない場合等やむ

を得ないと判断される場合に限り認める。 

３ 「監理業務受託者」及び「担当者名」欄は、該当がない場合は使用しない。 

※ 住所・氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属：            役職：       氏名：        電話番号：                



（参  考） 
                                                               

変更理由書（      ） 

 
 

                                              年  月  日 
 

    
              殿 
                                               
 
                                              住所  
                                        受託者    
                                              氏名  

 
 
 

 

 （変更理由） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



○○改築工事 

実施設計工程表  

△○×設計事務所 

○年5月□日作成 

  

 

 

 

 

 

 

  種別 

 

○年 

5月 

 

6月 

 

7月 

 

8月 

 

9月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

△年 

1月 

 

2月 

備考 

 

 本体 設計 

 
  工期（始） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        工期（終） 

 

 

 

 

 
 基本設計の確認・調整 

 
     確認・調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 実施設計 

 
   基本図作成 

 

（配置平面立面） 

 

 

平面詳細 ヒアリ 

   詳細図作成 

ング 

 調整 

 

 

  詳細図修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 構造設計 

 
 

 

 

 

 

 

仮定断面  意匠 

 

図との調整 

 

設備との調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 積算 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    積 算 

 

       調 

 

整    修正 

 

 

 

 

 
 設備設計 

 
基本設計の 

確認・調整 

 

 

 

 

    基本図作成 

 

   調 整 

 

   詳細図作成 

 

       修 

 

正 

 

 

 

 

 

 

 

 設備積算 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      積 

 

算    調 整 

 

    修正 

 

 

 

 

 
官公署

への届

出等 

 

計画通知 

 

 

 

事前打合せ 

 

 

 

 

 

事前打合せ   事前打合せ 

 

          申請書 

 

類作成    申 

 

請 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
協 

議 

等 

 

委任局 

 

 

 

  

○ 

   ヒアリング 

○    ○ 

 

 

ヒアリング調整・ 

    ○ 

確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○：受託者（設計事務所）と 

の協議 

●：部内又は課内報告 

 
財務局 

 

      ○ 

 

      ○ 

 

● 

 

 ○ ○ 

 

 ○  ● 

 

   ○ 

 

 

 

      ● 

 

 

 

 

 

コスト検討 

 

 

 

仕上げ部材の方針 

   ○ 

構造方針の検討 

  ○ 

 

 

概算及び報告 

    ○ 

 

 

     詳細及 

 

び報告 

 ○ 

 

 

 

 

 

 

VE 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

      説明 

      ○ 

調査  検討  協議 

○ ○ ○ 

 決定 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※都担当者と十分協議の上、本工程表（例）を参考にして工程表を作成する。



 
 

  

  

 

（   ）承諾申請書  

 

                                                              年  月  日 

  （発注者宛） 

                  殿  

 

                                                 住所 

                                            受託者 

                                                 氏名 

                                                   法人の場合は名称 

                                                   及び代表者の氏名       

 

                                                            

 

 下記の委託について、別添（      ）の承諾を申請します。 

 
文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 

 

 

 

 

件     名 

 

 

 

委 託 場 所 

 

 

 

契 約 金 額 

 

   ￥ 

   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥          ） 

 

契 約 年 月 日 

 

      年  月  日 

 

  履 行 期 限 

  年  月  日 

 上記の件について承諾します。 

 

    受託者  殿 

                                                            年  月  日 

 

                                                   （工事主管課長） 

 

                                                       氏名 

注１ この様式は、設計業務委託仕様書等で承諾を義務付けられているものについて使用する。  

 ２ （ ）内には、設計業務実施計画書等と記載する。 

 
 

 

 

 

乙第１０７号 



 
  

  

                                     協 議 
                書 
                    報 告 
                                                             年  月  日 

    （工事主管課長宛）  

 殿 

                                                    住所 

                                              受託者 

                                                    氏名 

                                                      法人の場合は名称 

                                                      及び代表者の氏名 

                                              代理人氏名 

                                   協議 

  下記の委託について設計業務委託仕様書    に基づき    します。 

                                   報告 

 

文 書 番 号 

( 契 約 番 号 ) 

 

 

 

 

件        名 

 

 

 

 

委 託 場 所 

 

 

 
  協 議 
       内容 

  報 告   

 

 

 

 

 

 

乙第１０８号 



乙第１０９号 

 

 

 

 

建築士法第２２条の３の３の規定に基づく書面 
 

 

 委託者及び受託者は、建築士法第２２条の３の３に基づき、本書面（別記）及び別冊の契約書（約

款及び仕様書を含むものとし、以下「契約書」という。）により確認し、履行するものとする。 

 

 

 

件 名                                         

 

 

契約日         年   月   日 

 

 

委託者     東 京 都 

 

 

 

受託者     住  所 

 

氏  名                                                     

 

 

 

 

      ※この書面を契約書に綴じ込む場合には、委託者及び受託者の押印、並びに契約日の記載

を省略できる。（電子契約の場合においても同様とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１ 対象となる建築物の概要 

契約書による。 

 

２ 委託業務の種類、内容及び実施方法 

契約書による。 

 

３ 委託業務の実施期間 

契約書による。 

 

４ 設計業務において、作成する成果物等（成果図書及びその他の成果物。建築士法第２条第６項に

規定する設計図書を含む。） 

契約書による。 

 

５ 工事監理業務において、工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施の状況に関する報告

の方法 

  契約書による。 

 

６ 受託者の建築士事務所登録に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 設計・工事監理に従事することとなる受託者登録の建築士事務所所属の建築士・建築設備士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※設計に従事することとなる建築士が構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である場合にはそ

の旨の記載が必要。 

 

８ 設計・工事監理の一部の再委託先（協力事務所） 

  委託者の承諾を得た「技術者及び協力会社」による。 

 

９ 契約金額（業務報酬）の額及び支払の時期 

契約書による。 

 

10 契約の解除に関する事項 

契約書による。 

 

【氏名】：  

【資格】（    ）建築士【登録番号】（    ） 

【氏名】： 

【資格】（  ）建築士【登録番号】（    ） 

 

（建築設備の設計に関し意見を聴く者） 

【氏名】： 

【資格】建築設備士【登録番号】（  ） 

 

建築士事務所の名称：                   

所在地：                      

区分(一級、二級、木造)（     ）建築士事務所（    ）知事登録第  号 

 

開設者の氏名又は法人名称：               

開設者が法人の場合はその代表者の氏名：          


